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（単位：円）

資産の部

Ⅰ 固定資産

１ 有形固定資産

土地

建物

減価償却累計額

構築物

減価償却累計額

工具器具備品

減価償却累計額

リース資産

減価償却累計額

図書

美術品・収蔵品

車両運搬具

減価償却累計額

建設仮勘定

有形固定資産合計

２ 無形固定資産

ソフトウエア

無形固定資産合計

固定資産合計

Ⅱ 流動資産

現金及び預金

未収金

棚卸資産

前払費用

流動資産合計

資産合計 5,445,882,473

64,273

514,881,126

511,720,389

3,080,000

16,464

7,300,000

4,930,270,547

△ 3,594,811 166,732

10,455,000

3,761,543

730,800

83,468,537

△ 78,773,490 115,541,310

194,314,800

貸　借　対　照　表

（令和５年３月31日）

730,800

1,545,900,000

4,931,001,347

3,312,948,699

△ 22,164,569 87,415,564

434,774,039

△ 54,822,176 28,646,361

109,580,133

△ 612,877,158 2,700,071,541
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（単位：円）

負債の部

Ⅰ 固定負債

　 資産見返負債（注）

資産見返寄附金

資産見返物品受贈額

資産見返補助金等

長期リース債務

固定負債合計

Ⅱ 流動負債

未払金

科学研究費助成事業等預り金（注）

預り金

リース債務

流動負債合計

負債合計

純資産の部

Ⅰ 資本金

地方公共団体出資金

資本金合計

Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金

減価償却相当累計額（△）（注）

資本剰余金合計

Ⅲ 利益剰余金

積立金

当期未処分利益

（うち当期総利益）

利益剰余金合計

純資産合計

負債純資産合計

（注）これらは、地方独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

3,988,755,010

343,095,774

1,764,175,161

3,988,755,010

42,077,200

△ 558,315,946

△ 516,238,746

78,024,973

59,976,563教育研究向上積立金（注）

(71,189,512 )

5,445,882,473

209,191,048

3,681,707,312

71,189,512

38,832,480

5,917,106

283,925,572

14,420,616

1,421,079,387

76,708,830

411,388,688

96,561,716

823,625,902

2,339,251

資産見返運営費交付金等

建設仮勘定見返補助金等

貸　借　対　照　表

（令和５年３月31日）

10,455,000 1,344,370,557
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（単位：円）

経常費用

業務費

教育経費

研究経費

教育研究支援経費

受託事業費

役員人件費

教員人件費

職員人件費

一般管理費

雑損

経常費用合計

経常収益

運営費交付金収益（注）

授業料収益（注）

入学金収益（注）

検定料収益

受託事業等収益（注）

寄付金収益（注）

補助金等収益（注）

資産見返負債戻入（注）

資産見返運営費交付金等戻入

資産見返寄附金戻入

資産見返補助金等戻入

資産見返物品受贈額戻入

財務収益

受取利息

雑益

財産貸付料収益

入試センター試験収益

文献複写料

手数料収益

研究関連収入（注）

その他雑益

経常収益合計

経常利益

臨時損失

固定資産除却損

臨時損失合計

当期純利益

当期総利益

71,189,512

71,189,512

752,904 14,798,748

153,783,869

1,140,594,638

73,084,675

49,800

2,139,000

5,426 5,426

9,127,886

2,704,448

24,710

14,042,010

396,849 72,278,012

3,207,566

54,631,587

51,302,801

4,277,390

2,404,233

232,427,428

9,844,000

720,060,400

33,196,200

1,067,509,963

146,552,689 913,357,593

154,063,070

89,300

損　益　計　算　書

（令和４年４月１日～令和５年３月31日）

38,568,231

46,574,931

504,474,507

20,282,547

3,120,819

1,895,163

1,895,163
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（注）これらは、地方独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

・資本剰余金を減額したコスト等に関する注記

減価償却相当額
賞与引当増加相当額
退職給付引当増加相当額
小計

　　　資本剰余金を減額したコスト等を含めた損益相当額

・科学研究費助成事業等に関する注記
当期受入額
当期支出額

648,648円
23,753,098円

7,130,000円
10,690,819円

△ 92,718,557円

△ 68,316,811円

2,872,701円

当期総利益 71,189,512円
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（単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 282,940,638

人件費支出 △ 743,473,842

その他の業務支出 △ 12,562,169

運営費交付金収入 736,016,000

授業料収入 269,182,925

入学金収入 33,196,200

検定料収入 9,844,000

受託事業等収入 4,280,036

補助金等収入 215,874,666

寄附金収入 100,000

科学研究費助成事業等預り金収支差額 △ 1,422,327

その他の預り金収支差額 △ 513,260

その他の収入 9,523,184

業務活動によるキャッシュ・フロー 237,104,775

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 479,748,296

小計 △ 479,748,296

利息及び配当金の受取額 5,426

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 479,742,870

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 38,747,460

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 38,747,460

Ⅳ 資金減少額 △ 281,385,555

Ⅴ 資金期首残高 793,105,944

Ⅵ 資金期末残高 511,720,389

キャッシュ・フロー計算書
（令和４年４月１日～令和５年３月31日）
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（単位：円）

71,189,512

71,189,512

Ⅱ　積立金振替額 59,976,563

59,976,563

Ⅲ　利益処分額

131,166,075

　　教育研究向上積立金

　　積立金

　　当期総利益

利益の処分に関する書類

第６期事業年度

（令和５年３月31日）

Ⅰ　当期未処分利益
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注        記 
 
Ⅰ 重要な会計方針 
  当事業年度より、改訂後の「地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解」
（令和４年８月31 日改訂）並びに「『地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基
準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和４年９月改訂）（以下「地方独立行政法人会計基準等」とい
う。）を適用して、財務諸表等を作成しております。 
なお、地方独立行政法人会計基準等のうち、資産見返負債の会計処理の廃止に係る改訂内容

については、令和５事業年度から適用し、収益認識に関する会計基準の導入による改訂内容に
ついては、令和６事業年度から適用します。 

 
１ 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 
  原則として、期間進行基準を採用しております。 
    なお、退職一時金については、費用進行基準を使用しています。 
 
２ 減価償却の会計処理方法 
 (１) 有形固定資産 

 定額法を採用しております。耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準とし
ております。主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

建物         ６年～27年 
構築物        ５年～40年 
工具器具備品     ２年～７年 
車両運搬具      ４年～６年 

なお、リース資産については、リース期間を耐用年数としております。また、特定の
償却資産（地方独立行政法人会計基準第87）の減価償却相当額については、減価償却相
当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

 
(２) 無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内に
おける利用可能期間（５年）に基づいております。 

 
３ 引当金の計上基準 
 (１) 徴収不能引当金及び貸倒引当金の計上基準 

債権の回収不能による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等の特定の債権については個別に債権の回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。 
 

 (２) 賞与引当金及び見積額の計上基準 
役員及び教職員に対して支給する賞与については、翌期以降の運営費交付金により財

源措置がなされているため、賞与引当金は計上しておりません。 
なお、公立大学法人の業務運営に関する住民等の負担に帰せられるコストの算定に用

いた賞与引当増加相当額は、当期末の賞与引当相当額から前期末の同相当額を控除し
た額を計上しております。 
  

(３) 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 
退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係

る引当金は計上しておりません。 
なお、公立大学法人の業務運営に関する住民の負担に帰せられるコストの算定に用い

た退職給付引当増加相当額は、地方独立行政法人会計基準第89条に基づき計算された
退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。 

 
４ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品については、最終仕入原価法による低価法を採用しています。 
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５ リース取引の会計処理 

リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に
係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
６ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。 
 
（表示方法の変更） 
純資産の部の表示方法の変更 
損益外減価償却累計額について、地方独立行政法人会計基準等の改訂に伴い、当事業年度

より、減価償却相当累計額として表示しております。 
 
Ⅱ 貸借対照表関係 
１ 賞与引当金の見積額 
  運営費交付金から充当されるべき賞与引当金の見積額は44,135,666円です。 

 
２ 退職給付引当金の見積額 
 運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額は427,906,866円です。 

 
Ⅲ 公立大学法人の業務運営に関する住民等の負担に帰せられるコストの注記関係 
 
１ 業務費用 
(１)損益計算書上の費用    1,067,509,963円 

 (２)（控除）自己収入等      296,368,780円 
      業務費用合計                771,141,183円 
２ 資本剰余金を減額したコスト等         68,316,810円 
３ 機会費用 

地方公共団体出資等の機会費用  11,149,114円 
５ 公立大学法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコスト 850,517,807円 
 
公立大学法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコストの注記における機会費用の
計上方法 
（１）国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法 

近隣の地代や賃借料を参考に計算しています 
（２）地方公共団体出資金等の機会費用の計算に使用した利率 

１０年利付政府保証債の令和５年３月末利回りを参考に0.32％で計算しています。 
（３）国等からの無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の計算に使用し

た利率 
    １０年利付政府保証債の令和５年３月末利回りを参考に0.32％で計算しています。 

 
賞与相当増加見積額及び退職給付相当増加見積額の中には、宮崎県からの派遣職員に係るも
のが以下のとおり含まれております。 
・賞与相当増加見積額のうち派遣職員に係る額     △419,039円 

   ・退職給付相当増加見積額のうち派遣職員に係る額 △11,586,320円 
 
Ⅳ キャッシュ・フロー計算書関係 
１ 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

       令和5年3月31日 
現金及び預金   511,720,389円 

２ 重要な非資金取引の内容 
(１) 現物寄付の受入による資産の取得 

 図書    55,000円 
 備品  4,436,583円 

     ｿﾌﾄｳｴｱ  756,000円 
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Ⅴ 金融商品に関する事項 
  １ 金融商品の状況に関する事項 

 当法人は、資金運用については預金に限定して実施しております。 
資金運用にあたっては当法人が適用する地方独立行政法人法第43条の規定に基づき実施し

ておりますが、公債・社債及び株式等は保有しておりません。 
 

２ 金融商品の時価等に関する事項 
      現金は注記を省略しており、預金、未収金及び未払金は短期間で決済されるため時価が帳

簿価額に近似することから、注記を省略しております。 
 
Ⅵ 減損会計関係 
  該当事項はありません。 
 
Ⅶ 賃貸等不動産の時価等に関する事項 
  賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。 
 
Ⅷ 重要な債務負担行為 
 該当事項はありません。 

 
Ⅸ 重要な後発事象 
  該当事項はありません。 
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附 属 明 細 書 
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（単位：円）

当　  期
償 却 額

建物 2,361,998,000 - - 2,361,998,000 541,794,366 90,296,627 1,820,203,634

構築物 80,857,010 - - 80,857,010 16,521,580 2,421,930 64,335,430

計 2,442,855,010 - - 2,442,855,010 558,315,946 92,718,557 1,884,539,064

建物 798,480,699 152,470,000 - 950,950,699 71,082,792 55,654,491 879,867,907 注１

構築物 11,610,123 17,113,000 - 28,723,123 5,642,989 2,171,016 23,080,134 注１

工具器具備品 79,881,382 5,654,605 2,067,450 83,468,537 54,822,176 13,340,629 28,646,361 注１

リース資産 190,849,800 3,465,000 194,314,800 78,773,490 38,747,460 115,541,310 注１

図書 430,587,905 4,241,007 54,873 434,774,039 - - 434,774,039

車両運搬具 3,761,543 - - 3,761,543 3,594,811 518,818 166,732

建設仮勘定 5,282,200 10,455,000 5,282,200 10,455,000 - - 10,455,000

計 1,520,453,652 193,398,612 7,404,523 1,706,447,741 213,916,258 110,432,414 1,492,531,483

土地 1,545,900,000 - - 1,545,900,000 - - 1,545,900,000

美術品・収蔵品 7,300,000 - - 7,300,000 - - 7,300,000

計 1,553,200,000 - - 1,553,200,000 - - 1,553,200,000

土地 1,545,900,000 - - 1,545,900,000 - - 1,545,900,000

建物 3,160,478,699 152,470,000 - 3,312,948,699 612,877,158 145,951,118 2,700,071,541

構築物 92,467,133 17,113,000 - 109,580,133 22,164,569 4,592,946 87,415,564

工具器具備品 79,881,382 5,654,605 2,067,450 83,468,537 54,822,176 13,340,629 28,646,361

リース資産 190,849,800 3,465,000 - 194,314,800 78,773,490 38,747,460 115,541,310

図書 430,587,905 4,241,007 54,873 434,774,039 - - 434,774,039

美術品・収蔵品 7,300,000 - - 7,300,000 - - 7,300,000

車両運搬具 3,761,543 - - 3,761,543 3,594,811 518,818 166,732

建設仮勘定 5,282,200 10,455,000 5,282,200 10,455,000 - - 10,455,000

計 5,516,508,662 193,398,612 7,404,523 5,702,502,751 772,232,204 203,150,971 4,930,270,547

ソフトウェア 8,640,000 756,000 - 9,396,000 8,665,200 25,200 730,800 注1

計 8,640,000 756,000 - 9,396,000 8,665,200 25,200 730,800

ソフトウェア 8,640,000 756,000 - 9,396,000 8,665,200 25,200 730,800

計 8,640,000 756,000 - 9,396,000 8,665,200 25,200 730,800

　　構築物

　  工具器具備品

　  リース資産

（１）　固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第87特定の資産に係る費用相当額の会計処理」及び「第91資産除去債務に係る特定の除去費用等
の会計処理」による減価償却相当額も含む。）の明細

資　産　の　種　類
期   首
残   高

当    期
増 加 額

当    期
減 少 額

期   末
残   高

減 価 償 却 累 計 額 差    引
当 期 末
残    高

摘
要

注１）当期増加額のうち、主なものは次のとおりです。

　　建物（建物附属設備） 電気設備改修（受変電設備） 31,205,346円

電気設備改修（照明・照明制御） 81,921,844円

有形固定資産
（特定償却資
産以外）

非償却資産

有形固定資産
合計

無形固定資産
合計

無形固定資産
（特定償却資
産以外）

有形固定資産
（特定償却資
産）

電気設備改修（自動火災報知器） 39,342,810円

外構工事（駐車場舗装工事） 17,113,000円

MP160 2,067,450円

パラマウントベッド 507,155円

分娩台 3,080,000円

情報システム端末 3,465,000円

　 無形固定資産 高齢者用運動継続支援ソフトウェア 756,000円
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(２)　棚卸資産の明細

（単位：円）

(３)　有価証券の明細

該当事項はありません。

(４)　長期貸付金の明細

該当事項はありません。

(５)　長期借入金の明細

該当事項はありません。

(６)　公立大学法人債の明細

該当事項はありません。

(７)　引当金の明細

該当事項はありません。

(８)　資産除去債務の明細

該当事項はありません。

(９)　保証債務の明細

該当事項はありません。

(10)　資本剰余金の明細

（単位：円）

注）　目的積立金による固定資産の取得によるものです。

(11)　目的積立金の取崩しの明細

（単位：円）

34,777,200   

34,777,200                  34,777,200   

施設設備整備事業 計

合　計

積立金の名称
及び事業名

構築物

34,777,200                  

 教育研究向上積立金

計 7,300,000 34,777,200 － 42,077,200

無償譲与 7,300,000 － － 7,300,000

目的積立金 － 34,777,200 － 34,777,200 注）

その
他

棚卸資産 23,357 129,860 － 88,944 － 64,273
貯蔵品

（郵券類等）

区　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

種　　類 期首残高
当期増加額 当期減少額

期末残高 摘　　要当期購入・製
造・振替

その他
払出・振
替
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(12)　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

(12)－1　運営費交付金債務

（単位：円）

(12)－2　運営費交付金収益

（単位：円）

(13)　運営交付金以外の設立団体等からの財源措置の明細

　　補助金等の明細 （単位：円）

(14)　役員及び教職員の給与の明細

（単位：円、人）

注）

1

2

3

補助金
等収益

建設仮勘定
見返補助金等

資産見返
補助金等

231,981,500－

10,455,000 113,568,000 －

10,455,000 113,568,000 51,302,801

摘要

15,929,000

6,157,000

－ － 13,529,000

－ － 5,647,301

－ － 32,126,500

運営費交付
金収益

720,060,400

資産見返運
営費交付金

15,955,600

資本剰余金

-

役員の報酬及び退職手当は、公立大学法人宮崎県立看護大学役員報酬規程及び公立大学法人宮崎県立看護大学
役員退職手当規程に基づき算出を行っております。

- -

非常勤 42,380,308 20 - -

常　勤 104,172,381 16

計 146,552,689 36

教   　員

常　勤

宮崎県

宮崎県

教職員の給与及び退職手当は、公立大学法人宮崎県立看護大学職員の給与に関する規程及び公立大学法人宮崎県
立看護大学職員退職手当規程に基づき算出を行っております。

役員、教職員の支給人数には年間平均支給人員数を記載しております。また、退職給付には期末時の総支給人員数を
記載しております。

682,204,079 122 15,398,048 4

- -

合計

常　勤 614,983,183 76 15,298,613 3

非常勤 67,220,896 46 99,435 1

計

職　   員

478,308,649 57 7,975,283 2

計

非常勤 18,091,140 22 99,435 1

496,399,789 79 8,074,718 3

7,323,330 1

非常勤 6,749,448 4 - -

7,323,330 1

役　　　員

常　勤 32,502,153 3

計 39,251,601 7

-

区　　分
報酬又は給料等

地域貢献等研究推進
事業

魅力ある大学づくり・
人づくり補助金

授業料等減免補助金

施設設備整備事業費
補助金

名称 交付元

宮崎県

736,016,000

宮崎県

合　計

直接経費

直接経費

期首
残高

－

退職給付

金額 支給人員 金額 支給人員

－

当期
交付額

13,529,000

5,647,301

32,126,500

124,023,000

175,325,801

注)　摘要欄には、当初の交付決定額を記載しております。 

32,126,500

177,769,000

期末
残高

－

－

－

－

－

－

－

当期振替額

－

合　計

直接経費

業務等区分

直接経費

期末残高

720,060,400

経費の別

期間進行基準によるもの 720,060,400

費用進行基準によるもの －

合　計 720,060,400

令和４年度

720,060,400

期首残高

736,016,000 -

令和４年度
交付分

交付年度
当期振替額

小　計

交付金
当期交付額
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(15)　開示すべきセグメント情報

   該当事項はありません。
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(16)　業務費及び一般管理費の明細
（単位：円）

教育経費
消耗品費 9,276,568
管理物品費 2,688,660
印刷製本費 1,346,235
水道光熱費 22,976,303
旅費交通費 1,936,650
通信運搬費 136,252
賃借料 51,788
福利厚生費 1,992,567
修繕費 321,750
諸会費 701,110
報酬・委託・手数料 10,191,738
奨学費 29,122,200
減価償却費 73,042,048 153,783,869

研究経費
消耗品費 11,521,112
管理物品費 5,489,998
印刷製本費 1,693,124
水道光熱費 8,524,093
旅費交通費 1,821,406
通信運搬費 223,581
福利厚生費 75,430
修繕費 16,500
損害保険料 7,287
諸会費 3,476,878
報酬・委託・手数料 4,081,416
減価償却費 1,637,406 38,568,231

教育研究支援経費
消耗品費 7,303,166
印刷製本費 559,900
水道光熱費 3,448,383
賃借料 3,503,500
福利厚生費 644
諸会費 256,000
報酬・委託・手数料 721,101
図書費 54,873
減価償却費 4,434,980 20,282,547

受託事業費
消耗品費 1,880,983
管理物品費 120,560
旅費交通費 406,772
通信運搬費 9,497
賃借料 39,600
福利厚生費 757
損害保険料 6,000
諸会費 26,000
報酬・委託・手数料 630,650 3,120,819
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役員人件費
　   常勤役員給与

報酬 21,963,813
賞与 6,490,920
退職給付費用 7,323,330
法定福利費 4,047,420 39,825,483

　   非常勤役員給与
報酬 5,941,800
法定福利費 807,648 6,749,448 46,574,931

教員人件費
　   常勤教員給与

給料 295,344,671
賞与 100,940,073
退職給付費用 7,975,283
法定福利費 82,023,905 486,283,932

　   非常勤教員給与
給料 14,746,164
賞与 1,407,572
退職給付費用 99,435
法定福利費 1,937,404 18,190,575 504,474,507

職員人件費
　   常勤職員給与

給料 70,963,201
賞与 18,886,953
法定福利費 14,322,227 104,172,381

　   非常勤職員給与
給料 31,412,230
賞与 5,732,737
法定福利費 5,235,341 42,380,308 146,552,689

一般管理費
消耗品費 7,479,302
管理物品費 712,550
印刷製本費 4,554,385
水道光熱費 3,797,094
旅費交通費 195,849
通信運搬費 2,819,824
賃借料 699,982
福利厚生費 1,307,603
修繕費 3,702,170
損害保険料 1,824,076
諸会費 1,490,000
報酬・委託・手数料 90,392,996
銀行手数料 896,390
租税公課 2,847,669
減価償却費 31,343,180 154,063,070
業務費及び一般管理費合計 1,067,420,663
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(17)  寄附金の明細

（単位：円、件）

注）（　）は現物寄附によるもので、内数として記載しております。

(18)  受託研究の明細

　該当事項はありません。

(19)  共同研究の明細

　該当事項はありません。

(20)  受託事業等の明細

　　　 （単位：円）

(21)　科学研究費助成事業等の明細

注）上段（　）内に直接経費相当額を、下段に間接経費相当額を記載しております。

独立行政法人

330,000 1 日本学術振興会

合　　計
(7,130,000)

2,139,000 17

日本学術振興会
科学研究費補助金・研究活動ス
タート支援

(1,100,000)

独立行政法人

3 日本学術振興会

件　　数 摘　　要

20 (19) 注）

摘　　要

日本学術振興会
科学研究費補助金・若手研究

(2,100,000)

630,000

合計
直接経費

当期受入額

5,347,583（5,247,583）

195,000

種　　目 当期受入額 件　　数

日本学術振興会
科学研究費補助金・基盤研究Ｃ

(3,280,000)

期末残高

地方公共団体
（設立団体）

直接経費 － 4,157,390 4,157,390 －

間接経費 － － － －

委託者 経費の別 期首残高 当期受入額 受託事業等収益

－ －

地方独立行政法人
等（設立団体）

直接経費 － － －

－

間接経費 － － － －

地方公共団体等
（設立団体以外）

直接経費 － 120,000 120,000

－

間接経費 － －

－

間接経費 － － － －
国

直接経費 － － －

－

間接経費 － － － －

独立行政法人・国立
大学法人

直接経費 － － －

－

間接経費 － － － －
株式会社等

直接経費 － － －

－

間接経費 － － － －

－

その他
直接経費 － － －

4,277,390 4,277,390 －

間接経費 － － － －

984,000

日本学術振興会
科学研究費補助金・基盤研究Ｂ

(650,000)

（単位：円、件）

千葉大学、帝京大学

2

独立行政法人

11 日本学術振興会等
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(２２)  上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

①　現金及び預金

（単位：円）

②　未払金

（単位：円）

③　資産見返物品受贈額

（単位：円）

摘　　要

38,900

511,681,489

－

511,720,389

金　　額 摘　　要

現金及び小口現金

区　　分

現金

普通預金

定期預金

合　　計

有限責任監査法人トーマツ

（株）生目設備

（株）横尾ムトウ　宮崎支店

パステムソリューションズ（株）

区　　分

（株）小田電業

宮崎県知事（補助金返還）

（株）弘栄設計

（株）デンサン

（株）植由樹園 5,388,100

3,645,000

3,208,700

3,080,000

2,230,800

金　　額

145,034,000

56,146,000

9,058,000

6,834,300

摘　　要

合　　計

金　　額

481,310

410,907,377

1

411,388,688

区　分

工具器具備品

図書

その他

合　　計

283,925,572

283,925,572

車両運搬具
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